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日本銀行が６月２５日に発表した2020
年１～３月期の資金循環統計（速報）
によると、３月末時点で個人（家計部
門）が保有する「現金・預金」が前年比
２．１％増の1,000兆円で、年度末とし
ては最高になりました。
個人の現金・預金保有額は、過去最
高となった19年12月末時点（1,008兆
円）からはやや減少したものの、金融
資産全体の５４．８％を占め個人の現
金保有や貯蓄への志向が根強いこと
を示した結果になっています。

家計の金融資産（前年比）

※資金循環統計とは、国内の金融機関、法人、家計といった各経済主体の金融資産・負債の残高や増減
などを、預金や貸出といった金融商品ごとに記録した統計のことです。

さて、次に見ていくのは、令和元年12月に熊本国税局が発表した平成30年分（H30.11/1～
R1.10/31）相続税の申告事績の概要についてです。

平成30年分における被相続人数（死亡者数）は21,380人（前年対比99.0％）でした。そのうち
相続税に申告書の提出に係る被相続人数は948人（同110.5％）で、その課税価格の総額は
1,044億4,300万円（同102.2％）、申告税額の総額は87億2,700万円（同85.3％）でした。

被相続人数の推移 相続財産の金額の推移

相続 に不安を感じていらっしゃる方へ まずは、現状を把握してみませんか？

私たち永田会計では、相続財産診断と生前対策を行っていますので

お気軽にご相談ください。

国税庁HPより引用



上記は財務省が作成している国の財務書類で、国全体の資産や負債などのストックの状況、費用
や財源などのフローの状況といった財務状況を一覧でわかりやすく開示する観点から、企業会計の
考え方及び手法を参考として、公表しているものです。

貸借対照表の現金・預金が3.5兆円増加しています。これは前倒債（翌年度発行予定の借換債を
前倒しで発行すること）の増加が要因です。ちなみに財務省内でも前倒多すぎ！となっている模様。

資産・負債差額増減計算書からは国の財源である租税等収入は1.8兆円の増加です。内訳をみ
てみますと、所得税が1.0兆円増の19.9兆円、法人税が0.3兆円増の12.3兆円、消費税が0.2兆
円増の17.7兆円となり、全体（他にも揮発油税・相続税など）で64.2兆円となっています。
続いて、業務費用計算書を見ると、費用合計が145.1兆円となっています。国の業務に要する費
用にうち、社会保障関係経費が過半を占めており（社会保障給付費49.8兆円と補助金等のうち社
会保障関係経費に係る部分36.6兆円の合計86.4兆円）、その額は毎年増加を続けています。
財源合計から費用合計を差し引いた超過費用は▲15.3兆円となっており、一年間の費用を財源
で賄えていない状況であることを表しています。超過分については、公債の発行等で財源を確保し
ています。


